
別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

47 事務事業名 広域入所児童委託事業 担当部署
子育て支援部
子ども家庭課

電話 2208

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 児童福祉法第24条第1項、第56条の6第1項、北広島市広域入所実施要領

事務事業開始年度 平成１１年

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系
(現総合計画)

（第   1  章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第   3  節） 子育て支援の充実

（施策   1　） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象 　保護者の勤務地などから、他市町村の保育施設に入所を必要とする要保育児童

3 目的と内容

　保護者が勤務地などの理由により他市町村での保育施設を利用する必要がある場合、保育施設所在市町村又
は当該私立保育施設と協定を締結し、他市町村の保育施設に保育の実施を委託する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

　市外の保育施設への入所申請に基づき、保育施設所在市町村又は当該私立保育施設と協議し、保育の実施を
委託する。

2
0
2
0
年
度

　昨年度と同様に、市外の保育施設への入所申請に基づき、保育施設所在市町村又は当該私立保育施設と協議
し、保育の実施を委託する。

広域入所利用児童数
23名
延べ140か月

札幌市
25名　延べ134か月
苫小牧市
2名　延べ2か月
恵庭市
 1名　延べ37か月

広域入所利用児童数
26名
延べ160か月

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 　現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続 　他市町村へ通勤する保護者等にとって必要であり、現状継続とする。

2次評価 現状継続 　現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金 2,865 4,175

決算額、当初予算額又は推進計画額 15,942 18,668

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 5,730 9,508

地方債

その他特財 1,240 470

一般財源 6,107 4,515

 ① 合　計 15,942 18,668

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費①＋④ 16,762 19,488

 ④ ＝②×③ 820 0 820 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②協議実施児童数 目標値
人

25 26

2022年度

活
動
指
標

①延べ委託期間 目標値
月

140 160

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値 28

173

実績値 28

③委託児童数 目標値
人

25 26

実績値

④ 目標値

【委託児童数÷協議実施児童数】 実績値 100成
果
指
標

広域入所希望者の入所数 目標値
％

100 100

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
　児童福祉法において保育は市町村が行うこととされており、
市が実施することが妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　児童1人当たりにかかる事業費は、国が定める公定価格によ
り定められており、コスト削減の余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　他市町村で就労する保護者の負担軽減につながっており、
成果はあがっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3 　必要な場合は協議を行っており、向上の余地はない。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

50 事務事業名 保育園地域活動事業 担当部署
子育て支援部
子ども家庭課

電話 2208

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
児童福祉法第48条の3、保育所保育指針(平成20年厚生労働省告示第141
号)第6章

事務事業開始年度 昭和６２年

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   1  章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第   3  節） 子育て支援の充実

（施策   1　） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 　保育所利用世帯、地域住民、地域活動団体等

3 目的と内容

　地域に開かれた社会資源として、保育所の専門的機能を子育て支援に展開するとともに、地域との交流活動を
行うことで、福祉の向上を図る。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

　世代間交流事業～(すずらん保育園）円山動物園バス遠足や高齢者施設等への訪問等により世代間の交流活
動を行う。
　地域交流事業～(すずらん保育園）園行事への参加や演劇観賞等を共にすることで、地域住民との交流を行う。
　すくすく広場～遊戯室や園庭を開放し、地域児童との交流を行う。

2
0
2
0
年
度

　各市立保育所において、下記のとおり実施する。
　世代間交流事業～(すずらん保育園）新型コロナウイルス感染拡大防止のため、高齢者施設への訪問は中止。
今年度は園行事等へ招待を主軸とし、可能な範囲で世代間の交流活動を行う。
　地域交流事業～(すずらん保育園）新型コロナウイルス感染拡大防止に努め、可能な範囲で園行事への参加や
演劇観賞等を共にすることで、地域住民との交流を行う。
　すくすく広場～新型コロナウイルス感染拡大防止に努め、遊戯室や園庭を開放し、地域児童との交流を行う。

観劇観賞、動物園遠足
その他施設訪問、園行事
招待等を実施

【世代間交流事業（すずらん）】
実施回数　6回
【地域交流事業（すずらん）】
実施回数　6回
参加人数　延べ51人
【すくすく広場（3園）】
実施回数　36回
参加人数　延べ212人

演劇観賞、動物園遠足
その他施設訪問、園行
事招待等を実施

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続

　世代間交流事業は、園児の思いやりの心を養い、高齢者に楽しみの機会を提供しており、地域にお
ける園への理解の深まりにつながっているほか、地域児童交流事業は、保育所の専門機能を活用
し、地域の親子と交流することで、育児不安の解消等、子育て支援に結びついており、参加者の評価
も高いことから現状継続とする。

2次評価 現状継続 　現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 500 575

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

一般財源 500 575

 ① 合　計 500 575

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.05 0.00 0.05 0.00

総事業費①＋④ 910 985

 ④ ＝②×③ 410 0 410 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②すずらん保育園実施回数 目標値
回

13 13

2022年度

活
動
指
標

①すみれ保育園実施回数 目標値
回

11 11

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値 12

12

実績値 12

③稲穂保育園実施回数 目標値
回

12 12

実績値

④ 目標値

３保育所合計 実績値 212成
果
指
標

事業参加延べ人数 目標値
人

300 300

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
　保育所保育指針において、地域の様々な社会資源との連携
を図りながら、入所児童及び地域の子育て家庭に対する支援
を行うこととされており、妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　コストの削減は事業の質の低下に繋がる可能性が高く、困
難である。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　世代間交流、地域交流、すくすく広場の各行事は参加者に
好評であり、成果は上がっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
　実施時期や内容等について、前年度の実施状況を踏まえ、
交流先とも協議をして検討している。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
共働き世帯が増加する中、特に病児・病後児の預かりについてのニーズは高く、欠かせ
ない子育て支援策の１つであり、継続して実施する。

2次評価 現状継続 　現状継続とする。

病児緊急預かり事業実施 病児緊急預かり事業実施
　利用件数　63件
　協力会員　62名
　利用会員　209名
　両方会員　4名
ひとり親等利用料助成
　登録　10名　助成　2件
病児預かり助成
　助成　55件

病児緊急預かり事業実
施

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 おおむね0歳から小学生までの子どもを育てる親等

3 目的と内容

　共働き世帯やひとり親世帯の子育てを支援するため、会員登録をした利用会員の児童（０歳から小学６年生まで
が対象）が病気となったり、利用会員が急な出張になった場合等に、同じく登録した協力会員が有償ボランティアと
して協力会員の家又は利用会員の家で児童を預かる相互援助の事業。
　市は、本事業における会員間の連絡・調整等のコーディネート業務、関係機関との連携協力会員の研修等の運
営業務をNPO法人に委託する。　また、ひとり親等に対する利用支援を行う。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

病児緊急サポートネットワークの運営による病児預かり、緊急預かり、宿泊預かりの実施。
　利用件数　63件　協力会員　62名　利用会員　209名　両方会員　4名
ひとり親等への利用料助成
　登録　10名　助成件数　2件
病児預かりに係る利用料の上限額を児童1人3千円に設定し、差額を助成
　助成件数　55件

2
0
2
0
年
度

病児緊急サポートネットワークの運営による病児預かり、緊急預かり、宿泊預かりの実施。
ひとり親等への利用料助成
病児預かりに係る利用料の上限額を児童1人3千円に設定し、差額を助成

新規継続区分 継続

1 総合計画体系
(現総合計画)

（第１章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第３節） 子育て支援の充実

（施策１） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 児童福祉法第21条の9　子ども・子育て支援法第59条

事務事業開始年度 平成23年度

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

53 事務事業名 病児緊急預かり事業 担当部署
子育て支援部子ども

家庭課
電話 2214



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3

病児緊急サポートネットワークの運営にあたってはNPO法人
への業務委託により業務の効率化を図っている。
事業費の大部分は利用者への利用料支援と委託料であり、
委託している業務内容にも削減の余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
利用会員数は増加しており、緊急時等の子育てのサポート体
制を構築するという点で、共働き世帯やひとり親世帯の支援に
つながっており、成果は上がっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3 ニーズ増に対応するため協力会員数の増員ができている。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
病児・病後児の預かりについてのニーズは高く、共働き世帯や
ひとり親世帯の子育て支援につながるため、妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値 55

病児等利用料助成 目標値
件

40 50

【指標の定義（算式等）】 実績値 63成
果
指
標

利用件数 目標値
件

50 50

ひとり利用料助成件数 目標値
件

20 20

【指標の定義（算式等）】 実績値 2

実績値

④ 目標値

実績値 10

③ひとり親等利用料助成登録
件数

目標値
件

15 15

62

209
②協力会員登録件数 目標値

件
60 65

2022年度

活
動
指
標

①利用会員登録件数 目標値
件

200 215

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値

総事業費①＋④ 2,500 2,682

 ④ ＝②×③ 410 0 410 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.05 0.00 0.05 0.00

一般財源 698 758

 ① 合　計 2,090 2,272

その他特財

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金 696 757

決算額、当初予算額又は推進計画額 2,090 2,272

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 696 757

地方債



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

56 事務事業名 私立認可保育所等運営費支援事業 担当部署
子育て支援部
子ども家庭課

電話 2208

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
社会福祉法第58条第1項、北広島市社会福祉法人の助成に関する条例第2条第1項、
私立学校振興助成法第10条、北広島市社会福祉施設運営費補助要綱第3条第1号のイ

事務事業開始年度 平成１０年

個別計画等
北広島市子ども・子育て支援プラン、北広島市第4期地域福祉計画、北広島市食育推進
計画、北広島市障がい支援計画【北広島市障がい者福祉計画・第4期障がい福祉計画】〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   1  章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第   3  節） 子育て支援の充実

（施策   1　） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象 市内私立認可保育所、認定こども園及び小規模保育事業所

3 目的と内容

　私立認可保育所等の安定経営を支援し児童の良好な保育環境を確保するため、私立認可保育所等に国・道補
助事業を活用した補助及び市単独の補助をする。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

対象施設　認可保育所6施設、認定こども園3施設、小規模保育事業所1施設　計10施設
【国・道補助事業】一時預かり事業・地域子育て支援センター運営費・延長保育促進事業・保育士研修費等
【市単独分】保育士人件費・給食費・特別支援児童保育人件費・調理業務経費・保育所地域活動事業・職員駐車
場用地借上等

2
0
2
0
年
度

対象施設　認可保育所6施設、認定こども園3施設、小規模保育事業所1施設　計10施設
【国・道補助事業】一時預かり事業・地域子育て支援センター運営費・延長保育促進事業・保育士研修費等
【市単独分】保育士人件費・給食費・特別支援児童保育人件費・調理業務経費・保育所地域活動事業・職員駐車
場用地借上等

認可保育所、認定こども
園、小規模保育事業所の
運営費補助

補助対象
認可保育所6施設
認定こども園3施設
小規模保育事業所1施設

認可保育所、認定こども
園、小規模保育事業所
の運営費補助

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
保育の提供体制及び質の確保のため、私立保育所等の安定経営は不可欠であり、現
状継続とする。

2次評価 現状継続 　現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金 9,209 9,447

決算額、当初予算額又は推進計画額 75,950 80,607

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 11,234 10,167

地方債

その他特財

一般財源 55,507 60,993

 ① 合　計 75,950 80,607

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.20 0.00 0.20 0.00

総事業費①＋④ 77,590 82,247

 ④ ＝②×③ 1,640 0 1,640 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②延長保育実利用者数 目標値
人

300 380

2022年度

活
動
指
標

①対象施設数 目標値
施設

10 10

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値 303

10

実績値 5,606

③延長保育促進事業利用児童
数(延べ)

目標値
人

6,000 8,300

実績値 147

④一時預かり事業利用児童数
(延べ)

目標値
人

250 180

事業額（上記）÷②対象施設数 実績値 7,759成
果
指
標

1施設あたり年間経費 目標値
千円

8,047 8,225

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

　保育需要が拡大する中、提供体制及び質の確保の必要性
はますます高まっており、妥当である。
　また、すべての保育施設に国・道及び市の基準に基づき補
助するものであり、公平性は確保されている。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　提供体制及び質の確保のための必要経費に対する補助で
あり、コスト削減の余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　本市における保育の提供体制や一定した質の確保に寄与し
ている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3
　国・道の補助を活用しているほか、市の単独補助についても
適正な基準で実施している。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 16 16 15

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、特別支援児童保育人件費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動
事業、地域子育て支援センター運営費、一時預かり事業、職員駐車場用地借上、保育士研修費等を補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 126,087 123,861 123,861

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 15 14 14

支　出　合　計 （Ｃ） 136,671 133,185 133,101

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 14,294 14,789 14,789

支　　出

人件費 96,597 95,904 95,904

事業費 18,789 16,081 16,081

133,185 133,101

その他 6,991 6,411 6,327

その他 3,369 3,046 3,046

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 20,299 19,258 19,174

施設型給付費 113,003 110,881 110,881

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 136,671

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-1 ＜継続用＞

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　37人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

0歳児から就学前児童の乳幼児を対象に保護者が仕事やその他の理由で保育が必要な子どもの幸せ
を願って、保育の専門家による心身共に健やかで豊かな人間性を持った児童の育成

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・特別支援児童保育
・地域子育て支援センター（すくすく広場、子育て相談など)
・一時預かり　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人札幌厚生会　西の里きらきら保育園
園長　大橋　裕子

設立年 昭和56年



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 7 7 7

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動事業、
保育士研修費等を補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 84,724 90,928 90,928

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 6 6 6

支　出　合　計 （Ｃ） 92,318 103,804 103,804

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 1,959 867 1,096

事務費 6,226 8,070 8,070

支　　出

人件費 71,575 76,670 76,670

事業費 9,281 9,460 9,460

104,671 104,900

その他 5,236 9,604 9,604

その他 2,223 3,042 3,042

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 5,945 5,919 6,148

施設型給付費 86,109 95,710 95,710

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 94,277

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　28人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

子育ての環境の変化による社会需要に応えるべく、乳児保育の実施、開所時間の延長、障がい児
の受入れなどを積極的に実施し、保育内容の充実を図り、子どもにも保護者にも、よりよい環境
づくりの充実を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時～午後7時）
・すくすく広場（地域子育て支援）
・育児相談　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人広島未来の会　はだかんぼ保育園
理事長　山家　克子

設立年 平成６年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-2 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 15 15 15

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動事業、地域子育
て支援センター運営費、保育士研修費等を補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 100,844 104,458 104,458

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 10 11 12

支　出　合　計 （Ｃ） 144,959 134,554 134,778

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 11,171 13,295 13,295

支　　出

人件費 80,280 82,080 82,080

事業費 11,226 12,293 12,293

134,554 134,778

その他 42,282 26,886 27,110

その他 22,395 17,766 17,766

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 14,924 15,392 15,616

施設型給付費 107,640 101,396 101,396

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 144,959

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　40人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

特別保育事業として子育て支援センターや延長保育、障がい児保育を実施、子育てをしながら安
心して働くことのできる環境整備の充実を図る。
設立の理念「自然から学ぶ」保育目標「やさしく　たくましく　心ゆたかに」

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・すくすく広場
・地域子育て支援センター（みんなの広場、園開放、電話相談）　　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人水の会　大曲いちい保育園
理事長　小林　信子

設立年 平成１２年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-3 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 7 8 9

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動事業、
保育士研修費等を補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 63,594 48,164 48,164

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 6 6 6

支　出　合　計 （Ｃ） 63,977 70,349 70,423

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 1,117 0 0

事務費 8,868 5,797 5,797

支　　出

人件費 29,327 30,922 30,922

事業費 11,315 11,519 11,519

70,349 70,423

その他 14,467 22,111 22,185

その他 384 88 88

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 4,156 4,059 4,133

施設型給付費 60,554 66,202 66,202

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 65,094

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　14人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

子どもたちの将来を見通した保育、自分で生きていく上で大切な力を身につけていく保育を方針
として、子どもを一人の人間として、出来るだけ一人ずつの権利を認める保育を心掛け、いつも
子どもが意欲的、自発的に関わるような環境を用意し、子どもの主体性を大切にしていく。

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・すくすく広場　　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

学校法人坂本学園　大地太陽森の家保育園
理事長　坂本　行正

設立年 平成１８年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-4 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 7 7 9

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動事業、
職員駐車場用地借上、保育士研修費等を補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 89,894 99,191 99,191

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 7 6 8

支　出　合　計 （Ｃ） 93,238 104,746 106,988

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 427 0

事務費 5,004 5,377 5,377

支　　出

人件費 76,488 85,626 85,626

事業費 9,233 9,926 9,926

105,173 106,988

その他 2,513 3,817 6,059

その他 4,013 4,250 4,250

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 6,696 6,702 8,517

施設型給付費 82,529 94,221 94,221

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 93,238

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　31人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

子育ての環境の変化による社会需要に応えるべく、乳児保育の実施、開所時間の延長、障がい児
の受入れなどを積極的に実施し、保育内容の充実を図り、子どもにも保護者にも、よりよい環境
づくりの充実を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午前7時～午前7時30分、午後6時30分～午後7時）
・すくすく広場　　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人広島未来の会　大曲はだかんぼ保育園
園長　細谷　和弘

設立年 平成２０年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-5 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 8 7 8

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動事業、
職員駐車場用地借上、保育士研修費等を補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 51,137 54,834 54,834

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 8 7 7

支　出　合　計 （Ｃ） 52,901 59,541 63,990

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 3,725 4,096 0

事務費 4,228 4,979 4,979

支　　出

人件費 40,290 42,280 42,280

事業費 7,383 8,782 8,782

63,637 63,990

その他 1,000 3,500 7,949

その他 643 1,011 1,011

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 4,323 4,110 4,463

施設型給付費 51,660 58,516 58,516

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 56,626

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　14人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

２１世紀を支える子どもたちがゆとりを持って伸びやかな成長ができるよう、保育事業、遊びの
場の提供・情報交換・育児の仲間作りなどの子育て支援事業を行い、地域の方々と支え合いなが
ら、地域ぐるみでの子育ての場となるよう活動をすすめ、子どもの健全育成に寄与する。

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・すくすく広場　　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

ＮＰＯ法人子どもの家あおぞら保育園
理事長　稲村　智夏

設立年 平成２７年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-6 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 10 10 10

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、保育所地域活動事業、保育士研修費等を補
助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 39,536 41,021 41,021

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 7 7 7

支　出　合　計 （Ｃ） 59,532 59,530 59,564

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 673 591 591

支　　出

人件費 29,301 33,042 33,042

事業費 13,129 13,507 13,507

59,530 59,564

その他 16,429 12,390 12,424

その他 14,689 6,525 6,525

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 3,897 3,974 4,008

施設型給付費 40,946 49,031 49,031

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 59,532

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　12人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

0歳から2歳までのお子さんを対象に、定員19名の小規模でより家庭に近い環境の中で保育を行う
とともに、園舎を取り囲む豊かな自然とふれあい、乳幼児の心身の成長を助長することを目的と
する。

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午前7時～午前7時30分、午後6時30分～午後7時）
・すくすく広場　　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

学校法人北広島竜谷学園　こどものもり
理事長　草薙　惠眞

設立年 平成２７年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-7 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 4 8 5

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動事業、
保育士研修費等を補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 119,739 137,459 137,459

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 3 6 4

支　出　合　計 （Ｃ） 203,810 188,084 183,694

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 853 0 0

事務費 30,890 34,648 34,648

支　　出

人件費 143,642 129,751 129,751

事業費 12,169 12,389 12,389

188,084 183,694

その他 17,109 11,296 6,906

その他 71,057 39,766 39,766

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 5,208 11,667 7,277

施設型給付費 128,398 136,651 136,651

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 204,663

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　40人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

学校教育法の規定による義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして、満3歳以上の子ども
に対する教育を行うとともに、0～5歳児で保育が必要な子どもに保育を行い、その心身の発達を
助長する。

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時～午後7時）
・地域活動事業
・一時預かり事業(幼稚園型)　　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

学校法人北邦学園　認定こども園札幌自由の森幼稚園・保育園  理
事長　佐賀　のり子

設立年 平成２８年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-8 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 5 64 4

補助・交付金の算出根拠
Ｈ30支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動事業を
補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 75,790 104,192 104,192

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 2 24 2

支　出　合　計 （Ｃ） 170,323 270,679 213,141

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 14,418 4,007 0

事務費 44,903 51,336 51,336

支　　出

人件費 74,075 99,161 99,161

事業費 11,345 11,152 11,152

274,686 213,141

その他 40,000 109,030 51,492

その他 62,174 84,849 84,849

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 3,911 66,171 4,626

施設型給付費 118,656 123,666 123,666

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 184,741

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　35人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

開所時間の延長、障がい児の受入れ、一時預かり保育の実施など子どもの人権を重視した保育を
行う。また、異年齢児混合保育により対人関係の構築能力向上を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午前7時～午前7時30分、午後6時30分～午後7時）
・特別支援児童保育
・すくすく広場
・一時預かり事業(幼稚園型)　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

学校法人明石学園　認定こども園北広島わかば幼稚園
理事長　室橋　克己

設立年 平成２９年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-9 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 5 5 6

補助・交付金の算出根拠
R1支出補助事業項目
保育士人件費、給食費、調理業務経費、延長保育促進事業、保育所地域活動事業、
職員駐車場用地借上、保育士研修費等を補助

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 109,247 110,059 110,059

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 3 3 4

支　出　合　計 （Ｃ） 169,168 154,362 160,589

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 6,892 4,766 0

事務費 24,771 27,335 27,335

支　　出

人件費 80,681 79,859 79,859

事業費 6,999 8,116 8,116

159,128 160,589

その他 56,717 39,052 45,279

その他 55,269 41,930 41,930

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 5,414 5,184 6,645

施設型給付費 115,377 112,014 112,014

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 176,060

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　32人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

開所時間の延長、障がい児の受入れ、一時預かり保育の実施など子どもの人権を重視した保育を
行う。また、異年齢児混合保育により対人関係の構築能力向上を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午前7時～午前7時30分、午後6時30分～午後7時）
・特別支援児童保育
・すくすく広場
・一時預かり事業(幼稚園型)　ほか

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育所等運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

学校法人　広島大谷学園　大谷むつみ認定こども園
理事長　吉田　正男

設立年 平成３０年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 56-10 ＜継続用＞



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

57 事務事業名 保育園一時預かり事業 担当部署
子育て支援部
子ども家庭課

電話 2208

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
児童福祉法第6条の3第7項、子ども・子育て支援法、北広島市一時預かり事
業実施要綱

事務事業開始年度 平成１５年

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   1  章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第   3  節） 子育て支援の充実

（施策   1　） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象
平日：1歳6ヶ月から就学前までの集団保育が可能な児童のうち、児童福祉法第24条第1項の規定による保育の実施の対象とならない児童
休日：1歳6ヶ月から就学前までの集団保育が可能な児童

3 目的と内容

　保護者の労働、急病、育児疲れなどによる一時的な保育需要に対応するため、保育所において一時保育を実施
し、地域の子育て支援の充実を図る。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

平成15年6月から次の事業を市立すみれ保育園で実施
①非定期型保育サービス事業（保護者の短時間・不定期勤務に対応する保育）
②緊急保育サービス事業（保護者の疾病・入院等に対応する保育）
③私的理由保育サービス事業（趣味やリフレッシュなど私的理由に対応する保育）
④休日保育事業（就労のため日曜・祝祭日に保育が必要な世帯に対応する保育）
※休日保育はＨ２３から開始

2
0
2
0
年
度

昨年度と同様に、次の事業を市立すみれ保育園で実施
①非定期型保育サービス事業（保護者の短時間・不定期勤務に対応する保育）
②緊急保育サービス事業（保護者の疾病・入院等に対応する保育）
③私的理由保育サービス事業（趣味やリフレッシュなど私的理由に対応する保育）
④休日保育（就労のため日曜・祝祭日に保育が必要な世帯に対応する保育）

一時預かり事業（平日保育
及び休日保育）の実施

一時預かり（平日）
延べ367名
一時預かり（休日）
延べ212名

一時預かり事業（平日保
育及び休日保育）の実
施

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
おおむねすべての実施日において利用があり、通常の保育を利用しない家庭に対する
支援として有効であるため、現状継続とする。

2次評価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金 620 588

決算額、当初予算額又は推進計画額 3,589 8,179

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 620 588

地方債

その他特財 1,325 872

一般財源 1,024 6,131

 ① 合　計 3,589 8,179

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.30 0.00 0.30 0.00

総事業費①＋④ 6,049 10,639

 ④ ＝②×③ 2,460 0 2,460 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

② 目標値

2022年度

活
動
指
標

①年間延べ利用児童数 目標値
人

886 961

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値

579

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

【総事業費÷年間延べ利用児童数】 実績値 10,447成
果
指
標

利用1件当たりの経費 目標値
円

6,827 11,071

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
　平日の預かりは主に育児疲れ等の解消、休日の預かりは保
育施設の休園日の就労により保育が必要な児童を預かるも
のであり、　子育て支援として有効である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　事業費の大部分が保育士配置に係る人件費であり、コスト
削減の余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　おおむねすべての実施日で利用があり、成果は上がってい
る。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
　休日保育の利用条件を育児疲れ等にも拡大することで利用
者数が増加する見込みはあるが、必要性を検証する必要が
ある。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

前年度評価なし

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
身近な交流の場として定着していくことが、育児不安の軽減や子育て環境の充実につな
がると考えられることから、継続して実施する。

2次評価 現状継続 現状継続とする。

協働事業出張型ひろば事
業実施

出張型ひろば開催
　2か所　各9回
小学生ひろば開催
　2か所　各2回

協働事業出張型ひろば
事業実施

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 親子や小学生

3 目的と内容
0歳から就学前の子と親等が集い、遊べる場所の提供や不安・悩みを相談できる「ひろば」を協働事業により実施
する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

出張型ひろば開催
　2か所（大曲・西の里）　各9回（計11回を予定していたが新型コロナウイルス感染拡大防止のため2回中止）
小学生ひろば開催
　2か所（大曲・西の里）　各2回（計3回を予定していたが新型コロナウイルス感染拡大防止のため1回中止）

2
0
2
0
年
度

出張型ひろば開催
　2か所（大曲・西の里）　各9回（新型コロナウイルス感染拡大防止のため2回中止）
　1か所（東部）　3回
小学生ひろば開催
　2か所（大曲・西の里）　各2回（新型コロナウイルス感染拡大防止のため1回中止）

新規継続区分 継続

1 総合計画体系
(現総合計画)

（第１章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第３節） 子育て支援の充実

（施策１） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
北広島市市民協働推進会議設置条例、北広島市市民協働事業提案制度実
施要綱

事務事業開始年度 平成31年度

個別計画等 -〃  終了予定年度

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

58 事務事業名 協働事業出張型ひろば事業 担当部署
子育て支援部子ども

家庭課
電話 2218



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3 協働提案制度による委託であり、削減の余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2 町内会、学校に依頼及び周知をし、徐々に定着してきた。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
リピーターへの働きかけ、場所の検討、ニーズをとらえて利用
者増を図る必要がある。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
協働事業提案制度により選考採択された事業であり、妥当で
ある。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値
件

【指標の定義（算式等）】 実績値
成
果
指
標

目標値
件

目標値
件

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値

④ 目標値

実績値

③ 目標値
件

1

144
②児童センター未整備地区（東
部・西の里）への展開数

目標値
件

2 2

2022年度

活
動
指
標

①出張型ひろば及び小学生ひ
ろばの利用者数

目標値
件

181 181

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値

総事業費①＋④ 728 755

 ④ ＝②×③ 139 0 139 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.02 0.00 0.02 0.00

一般財源 589 616

 ① 合　計 589 616

その他特財

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 589 616

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

134 事務事業名 実費徴収補足給付事業 担当部署
子育て支援部子ども

家庭課
電話 2206

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
児童福祉法、社会福祉法、子ども・子育て支援法、子ども・子育て支援交付金実施要
綱、北広島市特定教育・保育施設等の実費徴収に係る補足給付事業実施要綱

事務事業開始年度 平成30年度

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 新規

1 総合計画体系

（第   1  章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第   3  節） 子育て支援の充実

（施策   1　） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象
　特定教育・保育施設等を利用する生活保護世帯等
　特定子ども・子育て支援施設等を利用する年収360万円未満相当世帯等

3 目的と内容

　保護者が負担する実費徴収費用（副食材料費、教材費等）の一部を補助することにより、特定教育・保育施設等
または、特定子ども・子育て支援施設等の利用を促進し、子どもの健やかな成長を支援する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

9月までは昨年度と同様に特定教育・保育施設等を利用する生活保護世帯等に対し、施設に支払う副食材料費、教材費等の一部を補助する。
　（1）１号認定　　　月額上限額　副食材料費4,500円、教材費等2,500円
　（2）２・３号認定　月額上限額　教材費等2,500円
10月からは幼児教育・保育の無償化に伴い次のとおり実施する。
　（1）特定教育・保育施設等を利用する生活保護世帯等に対し、施設に支払う教材費等の一部を補助する。
　　　 月額上限額　教材費等2,500円
　（2）特定子ども・子育て支援施設を利用する年収360万円未満相当世帯及び第3子以降の子どもに対し、施設に支払う
　　　 副食材料費の一部を補助する。
　　　 月額上限額　4,500円

2
0
2
0
年
度

昨年10月以降と同様に実施する。
（1）特定教育・保育施設等を利用する生活保護世帯等に対し、施設に支払う教材費等の一部を補助する。
　　 月額上限額　教材費等2,500円
（2）特定子ども・子育て支援施設を利用する年収360万円未満相当世帯及び第3子以降の子どもに対し、施設に支
払う
　　 副食材料費の一部を補助する。
　　 月額上限額　4,500円

・9月まで
　特定教育・保育施設を利用する生
活保護世帯等に対し、施設に支払
う実費徴収額の一部を補助する。
・10月から
　特定教育・保育施設等を利用する
生活保護世帯及び特定子ども・子
育て支援施設を利用する年収360
万円未満相当世帯等に対し、施設
に支払う実費徴収額の一部を補助
する。

特定教育・保育施設等
延べ14件
特定子ども・子育て支援施
設等
延べ265人

特定教育・保育施設等を利
用する生活保護世帯及び特
定子ども・子育て支援施設
を利用する年収360万円未
満相当世帯等に対し、施設
に支払う実費徴収額の一部
を補助する。

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

拡　大
令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化により、保育所、幼稚園等で副食費の免
除となる低所得世帯及び第3子以降について、私学助成幼稚園においても同等の軽減
を図ることとされたため、拡大実施する。 「拡大」

「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
生活保護世帯への支援に加え、特定子ども・子育て支援施設等を利用する一定の世帯
の副食費について、保育園・幼稚園と同等の軽減を図るものであり、継続実施とする。

2次評価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金 194 413

決算額、当初予算額又は推進計画額 576 1,241

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 194 413

地方債

その他特財

一般財源 188 415

 ① 合　計 576 1,241

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.02 0.00 0.02 0.00

総事業費①＋④ 740 1,405

 ④ ＝②×③ 164 0 164 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②交付額 目標値
千円

204 1,218

2022年度

活
動
指
標

①交付決定者数 目標値
人

7 27

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値 576

279

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

交付額／交付決定者数 実績値 2成
果
指
標

一人当たり交付額 目標値
千円

29 45

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

　生活保護世帯の教育・保育施設の利用促進を図るとともに、
特定子ども・子育て支援施設を利用する該当世帯の副食費を
補助することで、教育・保育施設利用者と同等の軽減を図るも
のであり、実施は妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　国の補助基準による補助金であり、コスト削減の余地はな
い。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3

　対象世帯の負担軽減が図られた。
※教育・保育施設への移行により、特定子ども・子育て支援施
設が減になっているため、2020年度の計画値は前年度実績よ
り減となっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3 　国の基準に基づき実施しており、方策検討の余地はない。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

164 事務事業名 幼稚園一時預かり事業 担当部署
子育て支援部
子ども家庭課

電話 2208

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
北広島市社会福祉施設運営費補助要綱、学校教育法、児童福祉法、社会
福祉法、子ども・子育て支援法、子ども・子育て支援交付金実施要綱

事務事業開始年度 平成27年度

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   1  章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第   3  節） 子育て支援の充実

（施策   1　） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象 　市内で一時預かりを実施する私立教育施設(幼稚園及び認定こども園)

3 目的と内容

　教育施設が満3歳以上の在籍児童を対象に、教育時間の前後または長期休業日等に実施する一時預かり事業
の経費に補助金を交付し、地域の子育て支援の充実を図る。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

対象施設数：幼稚園5施設、認定こども園3施設　計8施設
子ども・子育て支援交付金実施要綱に基づき、延べ利用児童数に応じて補助金を交付する。

2
0
2
0
年
度

対象施設数：幼稚園5施設、認定こども園3施設　計8施設
子ども・子育て支援交付金実施要綱に基づき、延べ利用児童数に応じて補助金を交付する。

一時預かり事業を実施す
る私立教育施設に対し補
助

一時預かり事業を実施す
る私立教育施設に対し補
助
対象　8施設
延べ利用児童数　35,999
名
交付総額　24,379千円

一時預かり事業を実施
する私立教育施設に対
し補助

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続 保育需要が拡大する中で欠かせない事業であり、現状継続とする。

2次評価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金 7,964 10,452

決算額、当初予算額又は推進計画額 24,379 31,357

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 8,335 10,452

地方債

その他特財

一般財源 8,080 10,453

 ① 合　計 24,379 31,357

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費①＋④ 25,199 32,177

 ④ ＝②×③ 820 0 820 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②延べ利用児童数 目標値
名

35,888 45,756

2022年度

活
動
指
標

①対象施設数 目標値
施設

8 8

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値 35,999

8

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

総事業費/対象者数 実績値 700成
果
指
標

延べ利用児童1名あたりコスト 目標値
円

702 703

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

　幼稚園において保護者の就労等に対応する事業であり、保
育需要が高まる中、実施は妥当である。また、対象となるすべ
ての私立教育施設に、国の基準に基づく補助を実施するもの
であり、公平性は確保されている。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　国の補助基準による補助金であり、コスト削減の余地はな
い。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　国の補助基準により事業を実施しており、地域の子育て支
援の充実が図られている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3
　事業内容は、国の基準に基づき各私立教育施設が実施して
おり、市が独自に方策を検討する余地はない。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 74 72 61

補助・交付金の算出根拠 子ども・子育て支援交付金交付要綱

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 1,885 1,988 1,988

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 51 51 47

支　出　合　計 （Ｃ） 2,717 2,819 2,607

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 0 0 0

支　　出

人件費 2,644 2,677 2,465

事業費 73 142 142

2,819 2,607

運営費 498 537 537

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 1,387 1,429 1,217

預かり保育料 832 853 853

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 2,717

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 164-1 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　12人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児が自分に備わった心身の能力をもって、主体的に行動できる豊かな環境を準備し、その中で
子どもが自由に作業を選び、それを通して身体的・精神的な能力を育てることを目指す。

 交付先団体等の
 活動内容

一時預かり事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園一時預かり事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人北海道カトリック学園　広島天使幼稚園
理事長　勝谷　太治

設立年 昭和56年



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 92 97 108

補助・交付金の算出根拠 子ども・子育て支援交付金交付要綱

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 1,402 1,797 1,797

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 54 57 59

支　出　合　計 （Ｃ） 2,384 3,095 3,278

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 0 0 0

支　　出

人件費 2,384 3,077 3,260

事業費 0 18 18

3,095 3,278

運営費 116 46 46

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 1,286 1,751 1,934

預かり保育料 982 1,298 1,298

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 2,384

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　17人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

仏教精神に基づいて幼児を保育し、適当な環境を与えてその心身の発達を助長する。

 交付先団体等の
 活動内容

一時預かり事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園一時預かり事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人広島大谷学園　広島大谷幼稚園
理事長　吉田　正男

設立年 昭和49年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 164-2 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 80 93 109

補助・交付金の算出根拠 子ども・子育て支援交付金交付要綱

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 2,008 4,170 4,170

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 44 62 66

支　出　合　計 （Ｃ） 3,664 6,233 6,891

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 0 0 0

支　　出

人件費 3,518 5,465 6,123

事業費 146 768 768

6,233 6,891

運営費 410 296 296

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 1,599 3,874 4,532

預かり保育料 1,655 2,063 2,063

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 3,664

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　13人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児期の経験が人格形成の基礎を養う大切な時期と考え、開園以来のキリスト教精神に基づく見
学の精神を継承し、適切な環境を整え、入園する幼児を教育し、その心身の健やかな成長発達を
助長することを目的とする。

 交付先団体等の
 活動内容

一時預かり事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園一時預かり事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人恵愛学園　北広島かおり幼稚園
理事長　松本　　隆

設立年 昭和58年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 164-3 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 89 63 78

補助・交付金の算出根拠 子ども・子育て支援交付金交付要綱

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 7,560 10,514 10,514

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 66 49 54

支　出　合　計 （Ｃ） 10,260 13,691 15,208

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 0 210 210

支　　出

人件費 9,210 12,355 13,872

事業費 1,050 1,126 1,126

13,691 15,208

運営費 797 3,845 3,845

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 6,762 6,668 8,185

預かり保育料 2,701 3,178 3,178

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 10,260

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　18人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

仏教精神に則り、自然とのふれあいを通して自然からいのちの尊さを学び、子どもたちの健全な
発達を目指す。

 交付先団体等の
 活動内容

一時預かり事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園一時預かり事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人北広島竜谷学園　広島幼稚園
理事長　草薙　惠眞

設立年 昭和52年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 164-4 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 97 96 146

補助・交付金の算出根拠 子ども・子育て支援交付金交付要綱

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 3,317 3,402 3,402

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 58 61 71

支　出　合　計 （Ｃ） 5,521 5,325 7,030

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 558 751 751

支　　出

人件費 4,567 4,164 5,869

事業費 396 410 410

5,325 7,030

運営費 94 135 135

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 3,223 3,267 4,972

預かり保育料 2,204 1,923 1,923

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 5,521

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　26人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

就労等により家庭での保育が困難となる場合や育児疲れによる保護者の負担を軽減するため、一
時預かり事業を実施することにより、地域の子育て支援を行う。

 交付先団体等の
 活動内容

一時預かり事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園一時預かり事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人広島大谷学園　大曲大谷幼稚園
理事長　吉田　正男

設立年 昭和57年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 164-5 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 60 62 70

補助・交付金の算出根拠 子ども・子育て支援交付金交付要綱

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 3,735 5,837 5,837

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 38 45 48

支　出　合　計 （Ｃ） 5,892 8,036 8,500

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 682

支　　出

人件費 5,105 8,036 8,500

事業費 105

8,036 8,500

運営費 1,484 2,191 2,191

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 2,251 3,646 4,110

預かり保育料 2,157 2,199 2,199

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 5,892

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　26人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

教育目標　『思いやりのある子　たくましい子　考える子』
子どものありのままの姿を受け入れる。子ども自身が持つ伸び行く力を信じる。子どもと教師が
ともに歩みながら、感動を共感しあい、学びあう生活を大切にする。

 交付先団体等の
 活動内容

一時預かり事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園一時預かり事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人北邦学園　認定こども園札幌自由の森幼稚園・保育園
理事長　佐賀　のり子

設立年 平成5年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 164-6 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 73 54 109

補助・交付金の算出根拠 子ども・子育て支援交付金交付要綱

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 3,673 4,182 4,182

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 48 34 51

支　出　合　計 （Ｃ） 5,597 6,564 8,839

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 188 188

支　　出

人件費 4,867 5,710 7,985

事業費 730 666 666

6,564 8,839

運営費 988 2,382 2,382

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 2,684 2,263 4,538

預かり保育料 1,925 1,919 1,919

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 5,597

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　30人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

ねばりづよく、あかるく、くふうする子を育成する。

 交付先団体等の
 活動内容

一時預かり事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園一時預かり事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人明石学園　認定こども園北広島わかば幼稚園
理事長　室橋　克己

設立年 昭和50年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 164-7 ＜継続用＞



％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 32 64 80

補助・交付金の算出根拠 子ども・子育て支援交付金交付要綱

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費
人件費、事業費、

事務費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 4,321 2,322 2,322

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 26 43 48

支　出　合　計 （Ｃ） 5,350 3,483 3,871

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

事務費 273 273

支　　出

人件費 4,933 3,210 3,598

事業費 417 0 0

3,483 3,871

運営費 2,942 842 842

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 1,379 1,481 1,869

預かり保育料 1,029 1,160 1,160

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 5,350

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　23人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

開所時間の延長、障がい児の受入れ、一時預かり保育の実施など子どもの人権を重視した保育を
行う。また、異年齢児混合保育により対人関係の構築能力向上を図る。

 交付先団体等の
 活動内容

一時預かり事業

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園一時預かり事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人広島大谷学園　大谷むつみ認定こども園
理事長　吉田　正男

設立年 平成23年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 164-8 ＜継続用＞



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

64 事務事業名 ひとり親家庭支援事業 担当部署
子育て支援部子ども

家庭課
電話 2214

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 母子及び父子並びに寡婦福祉法

事務事業開始年度 平成18年度

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系
(現総合計画)

（第１章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第３節） 子育て支援の充実

（施策１） 子育て環境の充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 補助

2 対　　象
1 ひとり親家庭日常生活支援　3 高等職業訓練促進費等給付金 = ひとり親家庭の親
2 自立支援教育訓練給付金　4 高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金 = ひとり親家庭の親及びその児童

3 目的と内容

ひとり親家庭の生活の安定のため次の支援を行う。
1　一時的に生活援助又は子育て支援が必要なひとり親家庭に対し、家庭生活支援員派遣による食事づくり等の支援を行う。
2　ひとり親家庭の親の就業を支援するため教育訓練給付金を支給する。
3　ひとり親家庭の親が看護師等の資格取得のため、１年以上の養成課程で修業する場合に高等職業訓練促進費等給付金を支給
する。
4　ひとり親家庭の親の高校卒業程度認定試験合格のため講座を受講する場合に給付金を支給

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

1　家庭生活支援員の派遣　3件　80回
2　自立支援教育訓練給付金　3件　119,060円
3　高等職業訓練促進給付金　11件　10,988,500円
4　高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金　0件

2
0
2
0
年
度

1　家庭生活支援員の派遣
2　自立支援教育訓練給付金
3　高等職業訓練促進給付金
4　高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金

家庭生活支援員の派遣
就業支援のための教育訓
練給付金を支給
資格取得のための高等職
業訓練給付金を支給
高等学校卒業程度認定試
験合格支援給付金の支給

家庭生活支援員の派遣 80
件
就業支援のための教育訓
練給付金を支給 3件
資格取得のための高等職
業訓練給付金を支給 11件
高等学校卒業程度認定試
験合格支援給付金の支給
0件

家庭生活支援員の派遣
就業支援のための教育
訓練給付金を支給
資格取得のための高等
職業訓練給付金を支給
高等学校卒業程度認定
試験合格支援給付金の
支給

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
ひとり親家庭等に対する生活援助及び自立につながる資格取得支援であり、現状継続
とする。

2次評価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金 254 234

決算額、当初予算額又は推進計画額 12,320 17,188

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 9,015 12,673

地方債

その他特財

一般財源 3,051 4,281

 ① 合　計 12,320 17,188

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.10 0.00 0.10 0.00

総事業費①＋④ 13,140 18,008

 ④ ＝②×③ 820 0 820 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②日常生活支援事業者利用者
数

目標値
人

2 2

2022年度

活
動
指
標

①児童扶養手当受給者数（3月
末）

目標値
人

500 500

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値 1

483

実績値 3

③教育訓練給付金事業修了者
数

目標値
人

3 3

実績値 11

④高等職業訓練促進給付金受
給者数

目標値
人

5 5

【②利用者数/受給者数】 実績値 0.2成
果
指
標

日常生活支援利用率 目標値
％

0.3 0.3

教育訓練修了者数 目標値
％

100 100

【修了者就職人数/修了者数】 実績値 100

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

一時的に生活援助が必要となるひとり親家庭の日常生活を支援するこ
とや、経済的に安定していないひとり親家庭の自立支援施策として就業
支援の取組を行うことは、国のひとり親家庭等の自立支援施策の一環
であり、妥当である。

【修了者就職人数/修了者数】 実績値 100

高等職業訓練修了者就職率 目標値
％

100 100

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3

日常生活における受益者負担は国の要綱で定められた額としており、
費用についても事務費を単価契約とするなど、国の補助基準額より効
率的に運営している。また、教育訓練給付金、高等職業訓練給付金に
ついても国の基準に沿って支給しており削減の余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3

日常生活支援を必要とするひとり親にとって、家庭生活支援員の派遣
は生活の安定に有効な手段である。また、就業支援の給付金支給は、
資格取得後の修業実績が高く、ひとり親家庭の親の就職に有効な手段
である。制度の周知により利用実績が向上している。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3

日常生活支援は、家庭環境安定のための生活援助であるほか、その他
の就業支援は就業につながる資格取得に限っており、ともにひとり親家
庭の負担の軽減と生活の安定に有効である。制度の周知、普及により
成果の向上につながる。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

65 事務事業名 母子・父子自立支援相談事業 担当部署
子育て支援部子ども

家庭課
電話 2214

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 母子及び父子並びに寡婦福祉法

事務事業開始年度 平成8年度

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系
(現総合計画)

（第１章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第３節） 子育て支援の充実

（施策２） ひとり親家庭の支援

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 ひとり親家庭、寡婦及びDV被害者

3 目的と内容

　母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦等の福祉の増進を図るため、母子・父子自立支援員が住宅・家庭紛争・医
療・子育て等の生活や求職活動・就業・経済支援等の問題に関し、必要な相談、指導、支援を行う。また、ＤＶ被害
者に関する相談、支援を行う。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

　非常勤職員として母子・父子自立支援員（家庭児童相談員兼務）を4名配置し、相談指導業務を実施（事業費は1
名分を計上。3名分は家庭児童相談室運営事業に計上）。
　生活一般、職業能力の向上及び求職活動・就業についての相談指導、その他ひとり親家庭及び寡婦の自立に
必要な支援（児童扶養手当・福祉・医療等）、母子・父子・寡婦福祉資金貸付の貸付相談、民生委員やハローワー
ク、保健・医療・福祉関係機関との連携、DVの相談対応などを実施。

2
0
2
0
年
度

　非常勤職員として母子・父子自立支援員（家庭児童相談員兼務）を4名配置し、相談指導業務を実施（事業費は1
名分を計上。3名分は家庭児童相談室運営事業に計上）。
　生活一般、職業能力の向上及び求職活動・就業についての相談指導、その他ひとり親家庭及び寡婦の自立に
必要な支援（児童扶養手当・福祉・医療等）、母子・父子・寡婦福祉資金貸付の貸付相談、民生委員やハローワー
ク、保健・医療・福祉関係機関との連携、DVの相談対応などを実施。

母子・父子自立支援員によ
る各種相談の実施

相談件数
　実件数　230件
　延べ件数　1,915件

母子・父子自立支援員
による各種相談の実施

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
現状継続とする。ひとり親家庭の生活一般相談・就職相談・福祉資金の貸付相談・DV相
談と多種多様な内容で多くの相談があり、関係機関と連携を強化しながら実施する。

2次評価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 2,566 2,647

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

一般財源 2,566 2,647

 ① 合　計 2,566 2,647

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.05 0.00 0.05 0.00

総事業費①＋④ 2,976 3,057

 ④ ＝②×③ 410 0 410 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②児童扶養手当受給者数（3月
末）

目標値
人

500 500

2022年度

活
動
指
標

①年間相談件数 目標値
件

300 300

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値 483

230

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

【①相談件数/②受給者数】 実績値 47.6成
果
指
標

相談件数 目標値
％

70.0 70.0

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

母子・父子自立支援員の委嘱については、法律で定められて
いる。ひとり親家庭の生活状況は依然として厳しいが、児童の
就学相談や保護者自身の求職活動の相談など、相談事例は
継続的な対応を要するものが多く、国が拡充するひとり親家
庭の生活の安定と自立に向けた支援を推進する必要がある。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
限られた人員体制の中で年々相談件数が増加しており、削減
の余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
継続的な生活相談のほか、離婚・DVに係る相談や児童扶養
手当の受給、就業の支援、貸付等の相談に対応しており、ひ
とり親家庭の生活の安定と自立に有効に機能している。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2

家庭児童相談員との兼務による4名体制としており、継続的対
応を要する相談や児童の養育に関連する相談が増加してい
る中で、兼務体制の利点を生かした情報の共有を図ってい
る。また、今後とも社会福祉協議会や生活困窮者支援法に基
づく相談窓口等との連携に努めていく。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■ □

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 　現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
現状継続とする。市子どもの権利条例における理念の実現に向け、今後も普及・啓発に
努めていく。また、救済委員会は相談に対する助言や支援の役割を担うほか、市長に対
し、必要な措置を求めることができる唯一の機関であり継続して実施する。

2次評価 現状継続 　現状継続とする。

救済委員会の運営
子どもの権利推進委員会
の運営
子どもの権利に関する広
報啓発活動

子どもの権利相談を実施
　相談件数 37件　延77件
救済委員会の開催　10回
推進委員会の開催　0回
子ども会議の開催

救済委員会の運営
子どもの権利推進委員
会の運営
子どもの権利に関する
広報啓発活動
子どもの権利推進計画
の更新

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

2 対　　象 市内に居住し、または通学、通勤する18歳未満の子ども及びその関係者

3 目的と内容

北広島市子どもの権利条例に基づき次の事業を実施する。
1　侵害された子どもの権利回復のために相談・支援を行う救済委員会の運営
2　子どもの権利推進計画や子どもの権利に関する施策について審議する子どもの権利推進委員会の運営
3　子どもの権利に関する広報啓発活動

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

子どもの権利相談の実施　相談件数　37件　延77件
子どもの権利救済委員会の開催件数　10回
子どもの権利推進委員会の開催　0回（新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止）
子どもの権利に関する広報啓発活動
　市内小中学校を通じ、子どもの権利カードを配布
　子どもの権利に関するリーフレットの配布
　子どもの権利ニュースの発行・配布
子ども会議の開催

2
0
2
0
年
度

子どもの権利相談の実施
子どもの権利救済委員会の運営・相談受付
子どもの権利推進委員会の運営
子どもの権利に関する広報啓発活動
子ども会議の開催

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   1  章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第   3  節） 子育て支援の充実

（施策   3　） 児童の健全育成

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 児童の権利に関する条約　北広島市子どもの権利条例

事務事業開始年度 平成25年度

個別計画等 北広島市子どもの権利に関する推進計画〃  終了予定年度

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

17 事務事業名 子どもの権利擁護事業 担当部署
子育て支援部子ども

家庭課
電話 2218



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
予算のほとんどが相談員の人件費及び周知啓発のための経
費である。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

2
巡回相談やメール及びフォーム相談の実施により、潜在的相
談者の掘り起こしにつながっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2
子どもや大人がより子どもの権利について理解を深めること
ができるよう、引き続き身近な場での啓発活動等、周知に努め
ていく。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

子どもの権利条例に基づき実施するものであり、子ども自身
が自分の権利を正しく理解するとともに、他の人の権利を大切
にし、互いに尊重し合うことを学び、責任を持って行動できる
大人へと成長できるよう、相談、支援を推進していくことは必要
である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

【③申立件数/①実相談割合】 実績値 0成
果
指
標

申立割合 目標値
％

10 10

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値

④ 目標値

実績値 0

③申立件数 目標値
件

1 1

77

37
②延べ相談件数 目標値

件
78 78

2022年度

活
動
指
標

①実相談件数 目標値
件

25 25

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値

総事業費①＋④ 8,055 9,025

 ④ ＝②×③ 4,920 0 4,920 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200 4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.60 0.00 0.60 0.00

一般財源 3,135 4,105

 ① 合　計 3,135 4,105

その他特財

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 3,135 4,105

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

69 事務事業名 家庭児童相談室運営事業 担当部署
子育て支援部子ども

家庭課
電話 2214

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 児童福祉法、児童虐待の防止に関する法律

事務事業開始年度 平成9年度

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系
(現総合計画)

（第１章） 支えあい健やかに暮らせるまち

（第３節） 子育て支援の充実

（施策３） 児童の健全育成

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 18歳未満の児童とその保護者

3 目的と内容

　適正な児童養育の確保、要保護児童等の福祉の向上のため、家庭児童相談員が児童の虐待、養育問題など家
庭だけでは解決できない問題等について、専門的相談支援や指導などを行う。また、児童虐待防止の広報・啓発
活動及び要保護児童対策地域協議会の運営による要保護児童等支援の取り組みを実施している。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

　家庭児童相談室を設置し、担当職員と家庭児童相談員（母子・父子自立支援員兼務）4名を配置（事業費は3名
分を計上。1名分は母子・父子自立支援相談事業に計上。）
　児童虐待は全国的に相談件数が増加傾向にあり、早期発見のための啓発活動や相談先を広く周知するための
広報活動、さらに要保護児童対策地域協議会のケース検討会議開催による要保護児童支援の取組を実施。

2
0
2
0
年
度

　家庭児童相談室を設置し、担当職員と家庭児童相談員（母子・父子自立支援員兼務）4名を配置（事業費は3名
分を計上。1名分は母子・父子自立支援相談事業に計上。）
　児童虐待は全国的に相談件数が増加傾向にあり、早期発見のための啓発活動や相談先を広く周知するための
広報活動、さらに要保護児童対策地域協議会のケース検討会議開催による要保護児童支援の取組を実施。

児童虐待など困難な問題
に対する相談や指導の実
施
児童虐待防止広報・啓発
活動の実施
要保護児童対策協議会の
開催

家庭児童相談件数
　実件数　227件
　うち虐待件数　32件
　延べ件数　4,626件
ケース検討会議　13件
児童虐待防止講演会　153
名参加
啓発物品等の小中学生へ
の配布

児童虐待など困難な問
題に対する相談や指導
の実施
児童虐待防止広報・啓
発活動の実施
要保護児童対策協議会
の開催

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
現状継続とする。相談件数は増加しており、児童虐待通報から48時間以内の安全確認
や要保護児童等とその家庭への支援検討、養育問題などの相談において、関係機関と
の連携を強化するとともに、児童虐待防止などの広報啓発活動を推進する。

2次評価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金 27 61

決算額、当初予算額又は推進計画額 7,556 7,665

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金 27 61

地方債

その他特財

一般財源 7,502 7,543

 ① 合　計 7,556 7,665

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.05 0.00 0.05 0.00

総事業費①＋④ 7,966 8,075

 ④ ＝②×③ 410 0 410 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

②年間相談件数（実数） 目標値
件

120 120

2022年度

活
動
指
標

①18歳未満人口 目標値
人

8,411 8,243

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値 227

8,307

実績値 32

③児童虐待相談件数 目標値
件

- -

実績値 13

④ケース会議等開催件数 目標値
件

10 -

【②相談件数/①18歳未満人口】 実績値 2.7成
果
指
標

相談件数 目標値
％

1.4 -

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

市町村は、要保護児童等に係る相談や問題対応の第一義的
な窓口になっている。特に児童虐待に係る対応については、
48時間以内に安全確認することになっており、市が行わなけ
ればならない事業である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
事業費のほとんどが相談員の人件費及び周知啓発のための
経費である。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3

相談件数が増加する中、相談内容が複雑化しており、専門的
対応が求められているが、専門の相談員による電話での相談
のほか、即座に相談者宅に出向くなど機動的に対応しており、
成果はあがっているものと考える。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

2

国の要綱により非常勤職員での対応となっており、複雑な相
談内容への対応や機動的な相談対応をするため、母子・父子
自立支援員との兼務としている。今後、さらに相談体制を強化
するための検討が必要となる。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■ □

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

201 事務事業名 幼稚園就園準備支援事業 担当部署
子育て支援部
子ども家庭課

電話 2208

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市私立幼稚園就園準備金助成要綱

事務事業開始年度 平成２０年度

個別計画等 北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   2  章） 人と文化を育むまち

（第   1  節） 「生きる力」を育む学校教育の推進

（施策   1　） 幼児教育の振興・充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 　満２歳児を対象に幼稚園が実施する子育て支援事業に参加する保護者

3 目的と内容

　満２歳児を対象に幼稚園が実施する子育て支援事業に参加する保護者の参加費用の一部を補助する。
　※満２歳児が幼稚園に就園できる特区が廃止され、それに代わる制度として開始した。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

　私立幼稚園が実施する「子育て支援事業」に参加する満２歳児の保護者に対し、保護者が負担する月額経費の
1/3を補助する。（限度額3,000円）

2
0
2
0
年
度

　私立幼稚園が実施する「子育て支援事業」に参加する満２歳児の保護者に対し、保護者が負担する月額経費の
1/3を補助する。（限度額3,000円）

子育て支援事業の参加
費を補助

子育て支援事業の参加費
を補助
対象児童　延べ155名
事業費　1,042千円

子育て支援事業の参加
費を補助

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
2歳児の子育て支援事業への支援は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育へ
の動機付けとなる事業であり、現状継続とする。

2次評価 現状継続 現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 1,042 1,265

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

一般財源 1,042 1,265

 ① 合　計 1,042 1,265

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.15 0.00 0.15 0.00

総事業費①＋④ 2,272 2,495

 ④ ＝②×③ 1,230 0 1,230 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

② 目標値

2022年度

活
動
指
標

①対象児童（延べ） 目標値
人

147 171

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値

155

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

【総事業費/対象児童数】 実績値 14,658成
果
指
標

１人当たりのコスト 目標値
円

15,456 14,591

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
　幼稚園の子育て支援事業の参加の動機付けとなり、3歳児
以降の幼稚園教育につなげていくため、2歳のうちから個々の
発達に応じた支援を行うことは大切であり、妥当と考える。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　補助率は1/3であり、さらに上限額（月額3,000円）を設定して
おり、コスト削減の余地はない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　3歳で幼稚園に入園する児童の8割以上が、本事業を利用し
ており、幼稚園教育への円滑な接続に寄与している。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3
　すべての対象者に対し補助を実施しており、方策は適正であ
る。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

202 事務事業名 幼稚園協会連携事業 担当部署
子育て支援部
子ども家庭課

電話 2208

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市幼稚園協会補助金交付要綱

事務事業開始年度 昭和54年度

個別計画等 北広島市教育基本計画　2011-2020、北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   2  章） 人と文化を育むまち

（第   1  節） 「生きる力」を育む学校教育の推進

（施策   1　） 幼児教育の振興・充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 　北広島市幼稚園協会

3 目的と内容

　市内私立幼稚園及び認定こども園の連携・協力体制を強化し、本市における幼児教育の振興、質の向上を図る
ため、幼稚園協会を支援する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

北広島市幼稚園協会へ補助金を交付
補助額　160,000円

2
0
2
0
年
度

北広島市幼稚園協会へ補助金を交付
補助額　180,000円

幼稚園協会に補助 北広島市幼稚園協会へ補
助金を交付
補助額　160,000円

幼稚園協会に補助

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 　現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
　市内の私立幼稚園6施設、認定こども園3施設が加入している協会の活動への支援
は、本市の幼児教育の振興及び質の向上につながることから、現状継続とする。

2次評価 現状継続 　現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 160 180

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

一般財源 160 180

 ① 合　計 160 180

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.05 0.00 0.05 0.00

総事業費①＋④ 570 590

 ④ ＝②×③ 410 0 410 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

② 目標値

2022年度

活
動
指
標

①協議会加入施設数 目標値
園

9 9

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値

9

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値 5成
果
指
標

園長研修実施回数 目標値
回

5 5

教職員研修実施回数 目標値
回

5 5

【指標の定義（算式等）】 実績値 6

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3
　本市の幼児教育の振興のため実施される研究や研修等に
補助するものであり、市としての支援は妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

3
　幼稚園協会の事業は、市補助金のほか、各施設からの負担
金で展開されており、市補助金の削減は、幼児教育の質の向
上を図る事業の縮減につながるため困難である。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　会議、研究・研修の実施により、幼児教育の質の向上が図ら
れているとともに、市内8施設の連携、協力体制の強化にもつ
ながっている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3
　他団体が開催する各種交流会、研修会等への参加のほか、
研修会の自主開催など、本市の独自課題への取り組みも実
施されており、質の向上が期待できる。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



【交付先団体等の決算･予算の状況】

％ ％ ％

％ ％ ％ 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 72 100 113

補助・交付金の算出根拠 定額（交付金的要素の強い補助金）

 補助・交付金の対象経費　 （項目） 研修に要する経費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 221 160 160

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 72 78 87

支　出　合　計 （Ｃ） 221 206 206

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 20

6

消耗品費 6 35 35

支　　出

報償費 120 100 100

使用料及び賃借料 43 65 65

印刷製本費 6 0 0

通信費 46 6

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 221 206 226

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 160 160 180

協会負担金 61 46 46

（単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

事務局の状況
（2019年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2019年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 交付先団体等の
 活動目的

各施設が連携し、幼児教育の研究や研修等を実施し、市内私立幼稚園・認定こども園の資質の向
上を目指すことを目的とする。

 交付先団体等の
 活動内容

園長研修
教職員研修
石狩管内幼稚園協会との連携

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立幼稚園協会補助金

交付先の名称
及び代表者名

北広島市幼稚園協会　会長　吉田　俊文 設立年 昭和54年

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 202 ＜継続用＞

 構成員(団体)数 市内私立幼稚園・認定こども園　9施設 （2020年3月末現在）



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

【事業の計画・実績】

令和2年度 事務事業評価調書（事後評価用）

計画事
業番号

203 事務事業名 幼稚園振興事業 担当部署
子育て支援部
子ども家庭課

電話 2208

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市私立幼稚園補助金交付要綱

事務事業開始年度 平成10年度

個別計画等 北広島市教育基本計画　2011-2020、北広島市子ども・子育て支援プラン〃  終了予定年度

新規継続区分 継続

1 総合計画体系

（第   2  章） 人と文化を育むまち

（第   1  節） 「生きる力」を育む学校教育の推進

（施策   1　） 幼児教育の振興・充実

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般会計 補助単独区分 単独

2 対　　象 　市内の私立幼稚園、認定こども園

3 目的と内容

　幼児教育の振興を図るため、教員研修、教材教具の整備並びに障がい児の受入れに係る人件費等の経費を補
助する。

4 実施内容
　（手　　段）

2
0
1
9
年
度
ま
で

対象施設　幼稚園6施設、認定こども園3施設　計9施設
教職員研修事業及び教材教具整備事業並びに障がい児教育事業に補助金を交付する。

2
0
2
0
年
度

対象施設　幼稚園6施設、認定こども園3施設　計9施設
教職員研修事業及び教材教具整備事業並びに障がい児教育事業に補助金を交付する。

私立幼稚園及び認定こど
も園の設置者に対し、教職
員研修事業及び教材教具
整備事業並びに障がい児
教育事業に必要な経費を
補助

私立幼稚園6施設、認定こ
ども園3施設の設置者に対
し、補助金を交付
事業費　7,487千円

私立幼稚園及び認定こ
ども園の設置者に対し、
教職員研修事業及び教
材教具整備事業並びに
障がい児教育事業に必
要な経費を補助

【評価結果・評価コメント】

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

計画 実績 計画 計画 計画

総合判定 次期総合計画に向けた具体的な方向性 評価区分

前 年 度
2次評価

現状継続 　現状継続とする。

「拡大」
「現状継続」
「要検討」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

1次評価 現状継続
　本市の幼児教育の振興を図るため、また、障がい児教育事業については、地域におけ
る子どもの健やかに育つ権利を保障するため必要であり、現状継続とする。

2次評価 現状継続 　現状継続とする。



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

（単位：千円）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

道支出金

決算額、当初予算額又は推進計画額 7,487 7,490

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

地方債

その他特財

一般財源 7,487 7,490

 ① 合　計 7,487 7,490

4,500 8,200 4,500

② 人　数（年間） 0.02 0.00 0.02 0.00

総事業費①＋④ 7,651 7,654

 ④ ＝②×③ 164 0 164 0

人　件　費
(左側：一般、
右側：再任用)

③ 1人当り年間平均人件費 8,200

② 目標値

2022年度

活
動
指
標

①市内私立幼稚園、認定こども
園数

目標値
施設

9 9

実績値

指　　　　標　　　　名 単位 2019年度 2020年度 2021年度

実績値

9

実績値

③ 目標値

実績値

④ 目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値 137成
果
指
標

研修会参加回数 目標値
回

100 100

教材費購入額 目標値
千円

3,600 3600

【指標の定義（算式等）】 実績値 3,600

チ ェ ッ ク 項 目 評点 コメント

妥
当
性

・税金を使って行うこと（補助すること）が妥当ですか？
・上位の施策への貢献度は大きいですか？
・特定の団体の利益に偏っていませんか？
  【評点欄】３妥当、２どちらかというと妥当、１妥当でない
  【コメント欄】理由を記入

3

　新幼稚園教育要領においては、幼児期の終わりまでに育っ
てほしい姿が明確化され、一人一人の良さや可能性を把握す
ることなどがより具体的に求められており、これに沿って幼児
教育を充実するため補助金を交付することは妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値 5

障がい児教育対象人数 目標値
人

5 5

経
済
性

・現在の成果を落とさずにコスト(予算・所要時間等)を削減するた
めの方法はありませんか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】コストを削減するための方策、補助金の減額・削減に
ついて具体的に検討し、検討内容を具体的に記入

2
　より公平性を帰すために、施設規模や園児数による影響を
高める等、補助基準の見直しを検討する余地はあるが、必ず
しもコスト削減につながるものではない。

達
成
度

・計画どおりに成果があがっていますか？
  【評点欄】３あがっている、２どちらかといえばあがっている、
  １あがっていない
  【コメント欄】理由を記入

3
　各施設において、教員の資質向上のための各種研修会参
加、園児用教材や教具等の購入、障がい児の受入れを実施し
ており、幼児教育の充実が図られている。

成
果
向
上

・成果が現状よりも向上する可能性がありますか？
  【評点欄】３余地なし、２余地あり、１余地大きい
  【コメント欄】成果を向上させるための方策、代替策を記入

3
　各園の運営に補助することで、市の幼児教育の振興を図る
ものであり、方策は適正である。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □ ■

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-1 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　9人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人北海道カトリック学園　広島天使幼稚園
理事長　勝谷　太治

設立年 昭和56年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 661 827 876

園費 0 1,117 1,117

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 661 1,944 1,993

障がい児教育費 0 1,311 1,360

支　　出

教職員研修費 261 288 288

教材費 400 345 345

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 100 43 44

支　出　合　計 （Ｃ） 661 1,944 1,993

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 100 100 106

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 661 827 827



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-2 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　11人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人広島大谷学園　広島大谷幼稚園　理事長　吉田　正男 設立年 昭和49年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 755 758 929

園費 360 349 349

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 1,115 1,107 1,278

障がい児教育費 0 0 0

支　　出

教職員研修費 413 412 412

教材費 702 695 866

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 68 68 73

支　出　合　計 （Ｃ） 1,115 1,107 1,278

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 68 68 84

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 1,115 1,107 1,107



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-3 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　20人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人明石学園　認定こども園北広島わかば幼稚園
理事長　室橋　克己

設立年 昭和50年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 910 821 767

園費 1,345 522 522

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 2,255 1,343 1,289

障がい児教育費 1,090 0 0

支　　出

教職員研修費 639 544 544

教材費 526 799 745

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 40 61 60

支　出　合　計 （Ｃ） 2,255 1,343 1,289

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 40 61 57

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費

教職員研修費、教
材費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 2,255 1,343 1,343



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-4 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　10人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人恵愛学園　北広島かおり幼稚園　理事長　松本　隆 設立年 昭和58年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 954 953 905

園費 1,313 1,226 1,226

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 2,267 2,179 2,131

障がい児教育費 896 1,020 972

支　　出

教職員研修費 618 559 559

教材費 753 600 600

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 42 44 42

支　出　合　計 （Ｃ） 2,267 2,179 2,131

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 42 44 42

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 2,267 2,179 2,179



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-5 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　16人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人北広島竜谷学園　広島幼稚園　理事長　草薙　惠眞 設立年 昭和52年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 931 846 1,008

園費 2,609 461 461

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 3,540 1,307 1,469

障がい児教育費 2,455 0 0

支　　出

教職員研修費 559 759 759

教材費 526 548 710

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 26 65 69

支　出　合　計 （Ｃ） 3,540 1,307 1,469

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 26 65 77

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 3,540 1,307 1,307



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-6 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　20人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人広島大谷学園　大曲大谷幼稚園　理事長　吉田　正男 設立年 昭和58年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 920 914 781

園費 953 1,081 1,081

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 1,873 1,995 1,862

障がい児教育費

支　　出

教職員研修費 679 530 530

教材費 1,194 1,465 1,332

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 49 46 42

支　出　合　計 （Ｃ） 1,873 1,995 1,862

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 49 100 85

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 1,873 914 914



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-7 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　18人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人北邦学園　認定こども園札幌自由の森幼稚園・保育園
理事長　佐賀　のり子

設立年 平成5年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 991 983 875

園費 564 312 312

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 1,555 1,295 1,187

障がい児教育費 442 380 272

支　　出

教職員研修費 480 420 420

教材費 633 495 495

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 64 76 74

支　出　合　計 （Ｃ） 1,555 1,295 1,187

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 64 100 89

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 1,555 983 983



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-8 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　17人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人坂本学園　大地太陽幼稚園　理事長　坂本　行正 設立年 平成9年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 718 778 724

園費 46 61 61

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 764 839 785

障がい児教育費

支　　出

教職員研修費 355 427 427

教材費 409 412 358

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 94 93 92

支　出　合　計 （Ｃ） 764 839 785

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 94 100 93

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 764 778 778



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙2 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 203-9 ＜継続用＞

事務局の状況
（2018年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（2018年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 職員数　12人 （2020年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

幼児教育の充実

 交付先団体等の
 活動内容

研修費補助金：園長及び教諭を対象とした各種研修会の開催・参加
教材費補助金：教材用消耗品や教材備品、管理備品の購入
障がい児教育補助金：障がい児補助教諭の報酬、障がい児用教材の購入

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 幼稚園振興事業

交付先の名称
及び代表者名

学校法人広島大谷学園　大谷むつみ認定こども園
理事長　吉田　正男

設立年 平成23年

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 588 607 622

園費 15 19 19

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 2018年度 (決算) 2019年度 (決算) 2020年度 (予算) 備 考

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 603 626 641

障がい児教育費

支　　出

教職員研修費 197 403 403

教材費 406 223 238

 全体支出に対する本市 補助・交付金の割合　（Ａ）÷（Ｃ） 98 97 97

支　出　合　計 （Ｃ） 603 626 641

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 対象経費に対する補助 または交付金の割合　（Ａ）÷（Ｄ） 98 97 99

補助・交付金の算出根拠 園児数・教職員数・障がい児数により算出

 補助・交付金の対象経費　 （項目）
教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

教職員研修費、教
材費、障害児教育

費

 補助・交付金の対象経費 （金額）　（D) 603 626 626


